
令和３年度事業について

R3.3.20 木質バイオマスの有効利用事業調査結果報告＆意見交換会

兵庫県農政環境部環境管理局

温暖化対策課

「地域循環共生圏」の創出

～再生可能エネルギー導入拡大～
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１ 兵庫県地球温暖化対策推進計画の改定



⚫ 地域から｢脱炭素社会の実現｣を先導していくため、県は2020年９月に、長期的な将来像とし
て、「2050年に二酸化炭素排出実質ゼロを目指す。」と表明。

⚫ その実現に向けては、2030年までの約10年が極めて重要であることから、2017年３月に策定
した「兵庫県地球温暖化対策推進計画」を３年前倒しで改定。

｢2050年二酸化炭素排出量実質ゼロ｣をゴールと

し、県民・事業者・団体・行政等が一体となり、

2030年度は、

①35％削減（2013年度比）の達成に向け、果敢

に取り組みつつ、

②さらに取組の加速・拡大を図っていく中で、

最大38％削減（2013年度比）を目指す。
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【図表４ 温室効果ガス削減目標】
※2030年度の電力排出係数：国計画の想定値（0.37kg-CO2/kWh）を
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第４次計画の目標値 新目標値
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再生可能エネルギーによる発電量70億kWh

（再エネ比率※１約17%）

再生可能エネルギーによる発電量80億kWh

（再エネ比率※２約22%）

※１ 2030年度の県内年間消費電力量を2013年度実績並と想定した
場合の再生可能エネルギーによる発電量が占める割合

※２ 2030年度の県内年間消費電力量を2019年度実績並と想定した
場合の再生可能エネルギーによる発電量が占める割合 3
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令和3年3月15日改正
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 ⚫ 目指すべき長期的な将来像



「２０３０年度目標達成に向けた６方針に基づく削減策の取組
⚫ ６つの方針に基づき、県民・事業者・団体・行政等の参画と協働の下、計画を推進する。

方針①
低炭素から脱炭素に向けた
温室効果ガス排出削減
1. 条例に基づく事業者の温室

効果ガス排出抑制の推進
2. 工場、オフィス、住宅、自

動車の省エネ性能の向上
3. 廃棄物処理等における温室

効果ガス排出削減
4. 県民・事業者の連携による

温室効果ガス排出削減
5. 普及啓発による省エネの推

進
6. 低炭素から脱炭素へと繋ぐ

交通システムの構築
7. 県有施設における省エネの

取組
8. フロン類等の排出規制

方針②
再生可能エネルギーの導入
拡大
1. 太陽光発電の導入拡大
2. 小水力発電の導入拡大
3. カーボンニュートラルな資
源としてのバイオマスの利

用拡大
4. 風力発電・地熱発電の導入

促進
5. 全ての再生可能エネルギー

に共通する取組

方針③
地域循環共生圏の創出
1. 地域資源を活用した再生可能

エネルギーの導入と域内循環

方針④
暮らしの中での省エネや資
源循環
1. 賢い選択「COOL CHOICE」の
推進

2. 温室効果ガス排出の少ない

ライフスタイルへの転換
3. ３Ｒの徹底
4. プラスチックごみ対策
5. 食品ロス削減
6. 衣料品リサイクルの推進

方針⑤
豊かな森づくりなど森林等の
保全と創造
1. 吸収源としての森林等の整備
2. カーボンニュートラルな資源

としての木材利用促進
3. 都市緑化等によるヒートアイ

ランド対策と吸収源対策
4. プラスチックごみ対策
5. 豊かな海づくりとブルーカー

ボン増加に向けた藻場造成

方針⑥
人材育成とグリーンイノベーションへの支援
1. 地球温暖化対策に資する人材の育成
2. 地球温暖化対策に資する研究と技術開発
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２ 地域循環共生圏の創出



事業運営体制の構築

再生可能エネルギー導入可能性調査の次の段階として、事業
化に向けた具体の事業計画策定、事業性の詳細検討等を実施

■実施主体 県、（公財）地球環境戦略研究機関
■内 容 事業採算性の検討、出資者合意形成、

事業体設立の検討、専門人材の確保

フォーラムの開催

ゼロカーボンをテーマとしたフォーラムを実施

■時期 令和４年２月（予定）
■場所 県公館（予定）
■内容 学識者による講演、国内の先進事例紹介 等

再生可能エネルギーによる地産地消モデルの構築（9,985千円）

再エネの導入・検討や里山保全活動が進む阪神北地域で木質バイオマス
資源を活用した持続可能なエネルギーの地産地消モデルを構築

※地域循環共生圏とは
各地域が美しい自然景観等の地域資源を最大限活用し

ながら自立・分散型社会を形成しつつ、地域の特性に応
じて資源を補完し支え合うことにより、地域の活力が最
大限に発揮されることを目指す考え方
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【北摂里山地域循環共生圏】
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Ｒ３
事業・運営体制の構築

木質バイオマス熱供給体制の構築
・森林経営計画策定
・実施する人員（環境NGO、森林ボ
ランティア団体等）の組織化

地域再エネ事業の実施･運営体制の構築
①全体事業計画の作成
・材の調達
・バイオマスセンターの場所選定
・域内需要先の確保
・収益還元
②事業性検討
・事業採算性
・出資者選定
③事業体設立
④専門人材の確保

Ｒ２
事業化可能性調査

木質ﾊﾞｲｵﾏｽ供給体制の調査

・木質ﾊﾞｲｵﾏｽ現存量推定調査
・森林ボランティア団体の活動状況

調査

バイオマスセンターの事業化検討
・燃料仕入、保管、加工、運搬
・ボイラー運用、メンテナンス
・課金等を実施する組織

地域エネルギー会社の事業化検討
・地域の熱利用施設の需要量
調査

【環境省】脱炭素イノベーション
による地域循環共生圏構築事業
（地域の多様な課題に応える脱炭素型地
域づくりモデル形成事業）
・実現可能性調査など

【環境省】 再エネの最大限導入の計画

づくり及び人材の育成を通じた持続可能
でレジリエントな地域社会実現事業
（官民連携で行う地域再エネ事業の実施・運営
体制構築支援）

【環境省】地域の自立・分

散型エネルギーシステム構
築支援事業（地域の再エネ自
給率向上やレジリエンス強化を
図る自立・分散型地域エネル
ギーシステム構築支援事業）

【定額：1,000万円】

二酸化炭素排出抑制対策事
業費等補助金【国庫】

木質バイオマス有効利用事業
事業スキーム

県有
環境林

バイオマスセンター
（貯木場・土場等）

地域エネルギー会社

公共
施設

私有林

間伐材・未利用材

チップ

熱（電
力）

温浴
施設

その
他

R4以降は現時点の案

事業体が設備等導入
（民間事業者）

国庫【定率 ２／３】

（バイオマス熱利用の例）
木質バイオマス熱利用設備

＋
燃料製造設備(単独は不可)

Ｒ４～
事業の実施

事業実施計画の策定
（自治体ｏｒ民間事業者)

国庫【定率 ３／４】

事業実施計画と同等と国が
認めた計画であれば、
必要なし

北摂里山地域循環共生圏事業（北摂ﾓﾃﾞﾙ）
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再エネ導入・計画が進む阪神北地域※を対象に、木質バイオマス資源を活用した持続可能
なエネルギーの地産地消モデルを検討し、全県モデルを構築

※ 営農型太陽光発電（稼働中）、バイオマス（R元．宝塚市ＦＳ調査実施）

【定率(1/3～2/3)：998万円】
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３ 再生可能エネルギーの導入拡大



【対象団体】

小水力発電、小型バイオマス発電、小型風力発電、バイオマスによる熱供給（熱電併給含む）、

太陽光発電（先進モデルのみ）の導入による地域活性化を推進する以下の団体等

■ 地域団体（自治会、管理組合、特定非営利活動法人等）

■ 地域及び市町と連携して地域活性化に取り組む民間事業者

【取組等の支援】

■立ち上げ時の取組支援

補助対象経費 勉強会、現地調査、先進地視察等に要する経費

補助上限額 300千円（定額）

■基本調査等補助

補助対象経費 事業性評価に必要な調査等に要する経費

補助上限額 5,000千円（補助率 ½）

【無利子貸付事業】

■貸付対象 小水力発電、小型バイオマス発電、小型風力発電、

バイオマスによる熱供給（熱電併給含む）、太陽光発電(先進モデルに限る)

■貸付限度額 30,000千円/件（太陽光)、50,000千円/件（太陽光以外)

■貸付期間 20年以内 ■貸付利息 無利子

地域創生！再エネ発掘プロジェクト（5,835千円）

※下線部が新たに追加した内容

専門家による現地調査
［小水力発電］

地域団体等が検討する再エネ導入を補助や無利子貸付等により支援する
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地域再エネワークショップの開催

■対象 再エネ導入を検討している団体、
地域住民、地域新電力等

■回数 ３回
■人数 50人/回（予定）

再エネ導入支援アドバイザーの派遣

■対象団体 再エネ導入を計画している
地域団体、NPO法人 等

■派遣回数 １人派遣：２回、
２人同時派遣：１回

■内 容 地域住民との合意形成、
企業ノウハウ、運営方法、
導入にあたっての課題解
決事例等

ひょうご再エネ導入加速化プロジェクト（1,224千円）

バランスのとれた再生可能エネルギーの導入を促進するため、先進的
な再生可能エネルギー発電設備の導入等を支援          

再
エ
ネ
導
入
支
援
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
派
遣 

：地域再エネワークショップの開催（①ア） 

事業検討：再エネ発電立ち上げ取組支援(補助)（②ア） 

計画策定：再エネ設備導入基本調査支援(補助)（②イ） 

基盤整備：再エネ発電設備導入支援 （②ウ） 

     ｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑ (補助) （③） 
事業実施 

再エネ導入支援体系
15



（公財）ひょうご環境創造協会と連携して、自立・分散型地域エネル
ギーシステムを構築する先導モデル事業の設備の整備を支援

■補助対象事業

補助対象事業は以下の①から③のいずれかの設備を導入し、自立・分散型地域エネ
ルギーシステムを構築する先導モデル事業とする。

①再生可能エネルギー由来の発電設備

（固定価格買取制度による売電を行わないもの）

②再生可能エネルギー由来の熱利用設備

③県が設置する審査会で設備導入無利子貸付事業に採択された再生可能エネルギー

発電設備（県内でエネルギーの地産地消を実現するシステムを構築するもの）

■補助対象経費

上記①から③の設備の整備費

■補助率

補助対象経費の３分の１（上限２千万円）

自立・分散型エネルギーシステム構築支援事業の実施（20,000千円）
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SDGsやESG（環境・社会・企業統治）投資の拡大を背景に、使用電力を
100％再エネで賄おうとする事業者を発掘・支援するとともに、再エネ電力
に対する需要を高めることで、供給側を活性化し、創エネにつなげる。

再エネプランの登録

セミナーの開催

マッチング

会の開催

需要家
(工場・事業所)

技術･経営支援

出資･財政支援

地域発電
事業者

県

ネット

ワーク化

Ａ
Ｂ
Ｃ
Ｄ

小売電気事業者

工場・事業所での再エネ活用の推進

① 小売電気事業者のネットワーク化

② 小売電気事業者と需要家とのマッチング支援

・産業界と連携し､再エネ導入を検討している事業者向けのセミナーを開催

・小売電気事業者と事業者（需要家）との個別相談会を開催し、具体的なマッチングを促進

再エネ地域発電事業者の創エネのためのマッチング支援

17

ひょうご版再エネ１００の推進（1,500千円）
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４ 地域循環共生圏に資する人材育成



地球温暖化防止活動推進員（1,700千円）

県温暖化対策課

兵庫県知事

推進員 県民局 市町

地域住民

各地域（活動の場）

連携

活動

委嘱

地域地球温暖化防止活動推進センター
（ひょうご環境創造協会）

支援 支援

⚫ 「Cool Choice」の推進

⚫ 太陽光発電・蓄電池やエコカーなど
の導入促進

⚫ 再エネを活用した地域づくり

⚫ 省エネと防災を両立する取組の紹介

⚫ 里山の保全活動

⚫ 資源循環の促進

⚫ 「うちエコ診断」の推進 等々

推進員に期待する活動

第９期地球温暖化防止活動推進員の募集
●任 期：令和３年４月１日から令和６年３月３１日まで
●定 員：３００名程度
●委 嘱：地球温暖化対策推進法第３７条に基づき、兵庫県知事が委嘱
●支 援：計画的な推進員のグループ活動に対し、活動費を支援 （R３年度：上限６，０００円を予定）
●保 険： 活動中の事故に備え、県が掛金を負担しボランティア保険に加入

19

所定の用紙に必要事項を記入のうえ、県
温暖化対策課に郵送、ファックス、メー
ルのいずれかによりお申し込み下さい。

https://web.pref.hyogo.lg.jp/nk24/sui

sinin.html



再エネ事業化及び環境学習を担う人材の育成事業（8,334千円）

エネルギー利用等に関する事業の立ち上げ・運営可能な人材を育成する
ため、講座を開催

20

⚫ 目的
適切な講座を実施することにより、地域資源を活用した地域再エネ事業の実
施や運営を担う人材を育成するとともに、市町との協働や地域住民・団体との
連携を通じて、地域の脱炭素化はもとより、地域の環境保全のための取組や地
域の経済及び社会の持続発展に資する取組に寄与することを目的とする。

⚫ 募集人数
２０名程度

⚫ 期間
２０２１年 月～２０２２年３月（月１回程度）

⚫ 内容
座学、演習

現在、企画中


